
８　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

 (1) 職員の勤務時間（一般職の標準的なものを記入）    （2005(平成17)年4月1日現在）

 （注）１ 休憩時間：職員が勤務時間の途中において，勤務から解放され，自己の時間として自由に

            利用することが保障されている時間であり、労働基準法に準拠しているもの。　　　　　

       ２　休息時間 ： 一定時間の勤務を続けた場合の軽い疲労を回復し，職務能率の増進を図ることを目的として，

            条例・規則に基づき正規の勤務時間中に付与されるもの。

 (2) 年次有給休暇の取得状況（2004(平成16)年1月1日～2004(平成16)年12月31日）

 (3) 時間外勤務及び休日勤務等の状況（2004(平成16)年4月1日～2005(平成17)年3月31日）

 （注） １　「時間外・休日勤務総時間数」は，当該年度中の時間外勤務等の総時間数。

  　 　 ２　「職員一人当たりの時間外・休日勤務月平均時間数」は，「時間外・休日勤務総時間数」を対象職員

            （管理職を除く）数で除したもの。

　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　 

 (4) 特別休暇等の状況（2005(平成17)年4月1日現在）
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 （注） 上記以外に介護休暇及び育児休業制度等があります。

９　職員の分限及び懲戒処分の状況

 (1) 分限処分者数（2004(平成16)年4月1日～2005(平成17)年3月31日）　　　　　　（単位：人）

 (2) 懲戒処分者数（2004(平成16)年4月1日～2005(平成17)年3月31日）　　　　　　（単位：人）

　（注）　「訓告等」とは，事件当事者又は監督者に対して訓告，厳重注意などの実質的な制裁を伴わない矯正 　　

　　　　措置をいいます。
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